
Ⅳ．新しい時代を切り拓く人材を育む島根の国造り
・一人ひとりを尊重する人づくり
・次世代を担う人づくり
・主体的に参加する人づくり
・個性が生きる人づくり

新規 事　業　名 各 部 局 の 要 求 査　　　定　　　後 査 定 の 考 え 方 部 局 名

継続 事業費 概　　　　　要 事業費 概　　　　　要

継続  私立学校の経営の健 1,623,298 ○私立学校の経常的経費に対する助成 1,623,298 ○要求概要のとおり ○要求どおり 総務部
 全性確保事業 【事業内容】 ［総務課］

　①私立学校振興費補助金
　（交付先）高等学校、中学校、幼稚園を設置
 　　　　　 する学校法人
　②私立幼稚園教育活動費補助金
　（交付先）非学校法人立幼稚園
　③私立高等専修学校振興費補助金
　（交付先）高等専修学校を設置する学校法人
　④私立専修学校教育活動費補助金
　（交付先）専修学校を設置する学校法人

新規  公立大学法人島根県 1,791,975 ○平成１９年４月に県立３大学を統合して設立 1,781,878 ○要求概要のとおり ○事業費精査 総務部
 立大学運営支援事業 　する公立大学島根県立大学に対し、次の経費 ［総務課］

　を交付
　　・法人及び大学の運営に要する経費（運営
　　　費交付金）
　　・大規模修繕などの施設整備等に要する経
　　　費（特殊要因経費補助金）

継続  県民との協働による 40,000 ○住民グループ、ＮＰＯ、企業など多様な主体 40,000 ○要求概要のとおり ○要求どおり 環境生活部
 島根づくり事業 　から地域貢献・社会貢献につながる提案を求 ［環境生活総務課］

　め、共通認識に基づく協働事業を実施 地域振興部
【事業内容】 ［地域政策課］

　・提 案 者：住民グループ、ＮＰＯ、企業等
　・募集内容：提案者自らが実践する事業で全
　　　　　　　県へ波及するモデル性のあるも
　　　　　　　の
　・支援内容：提案事業を委託又は補助

継続  地域で育む子ども対 12,439 ○子ども支援センター設置事業 12,439 ○要求概要のとおり ○要求どおり 警察本部
 策事業   地域のボランティア等と連携し、悩みを抱え [少年課]

　・ 子ども支援セン   る子どもが、「気軽に」相談できる子ども支 健康福祉部
   　ター設置事業   援センターの設置・運営を市に委託 [青少年家庭課]

【事業内容】
  ①設置箇所：４カ所
              (松江、出雲、浜田、益田)
  ②業務内容：立ち直り支援、支援ネットワー
　　　　　　　ク構築等
【事業期間】

  　　Ｈ１６～Ｈ１９

継続  学力向上対策事業 79,967 ○客観的に学力の実態を把握し、小・中・高校 79,967 ○要求概要のとおり ○要求どおり 教育委員会
　が一体となった実効性ある学力向上対策を実 ［高校教育課］

  施
〔学力調査〕　　　　　　　　　４８，１３５
　・対象：小学３年生から中学３年生まで悉皆
　・２６教科（うち４教科は国実施）
〔学習ナビシステム〕　　　　　１５，８２１ ［義務教育課］

　・生徒の学習習慣の定着と教員の事務負荷の
　　軽減を目的に学習プリント配信システムを
　　を導入
〔指導力向上〕　　　　　　　　１６，０１１
　・リーダーセミナー、授業力向上セミナー、
　　スーパーティーチャー養成事業等

継続  ふるさと教育推進事 72,103 ○地域の自然、歴史、文化等の教育資源を活用 72,103 ○要求概要のとおり ○要求どおり 教育委員会
 業 　し、市町村が学校、地域等と連携して主体的 ［義務教育課］

　に取組む、多様かつ特色あるふるさと教育活 ［生涯学習課］

　動を支援
【事業内容】
　①市町村交付金
　・県が策定する活動指針に基づき「ふるさと
　　教育推進計画」を策定する市町村に対し、
　　定額交付金を交付
　②フェスティバルの開催
　・成果発表の場となる「ふるさと教育フェス
　　ティバル」を開催

新規  放課後子どもプラン 81,508 ○子どもたちが地域社会のなかで、心豊かで 69,800 ○要求概要のとおり ○事業費精査 教育委員会
 事業 　健やかに育まれるために、各地域が実態に ［生涯学習課］

　応じ実施する「子どもの居場所」づくりを
　支援
　・実施主体：市町村
　・市町村補助事業：運営経費等
　・県事業：推進委員会の設置、研修会の実
　　　　　　施等

継続  県立学校再編成事業 11,952 ○通学支援資金貸与制度　　　　　６，４８０ 11,952 ○要求概要のとおり ○要求どおり 教育委員会
 【島根中央高校】 　・邑智高校のＨ１９年度募集停止により遠距 ［高校教育課］

　　離通学等を余儀なくされることとなる高校
　　生を対象とした、通学費等負担増の激変緩
　　和措置としての資金貸与（所得制限あり）
［貸与金額］月額１８，０００円
　　　　　　　又は９，０００円
［貸与利率］無利子
［適用期間］Ｈ１９年度～Ｈ２５年度
　　　　　　（１期生～５期生）
○生徒移送経費　　　　　　　　　５，４７２
　・移送用バスを導入し、通学や部活のための
　　移動に対応
　・期間：Ｈ１９年度～Ｈ２３年度

新規  特別支援学校通学用 38,038 ○特別支援学校への通学に関し、保護者の負担 38,038 ○要求概要のとおり ○要求どおり 教育委員会
 スクールバス運行事 　軽減と生徒の自立促進を図るため、登校時の ［高校教育課］

 事業 　通学用スクールバスを実施
　・運行方法：校外学習用バスを活用

継続  全国高等学校総合文 181,480 ○第３１回全国高等学校総合文化祭島根大会開 181,480 ○要求概要のとおり ○要求どおり 教育委員会
 化祭開催事業 　催費 [全国高等学校総

　〔開催期間〕Ｈ１９年７月２９日～８月２日 合文化祭推進室]

　〔総合開会式・パレード〕松江市
　〔部門大会〕２３部門（演劇、合唱など）
　　　　　　　県内８市町の会場
　〔参加者数〕約２万人
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継続  高等学校校舎等整備 441,061 ○松江工業高校校舎・屋内運動場改築 327,614 →Ｈ１９．６月補正検討 教育委員会
 事業                        　   １１３，４４７ ［教育施設課］

 　　・総事業費：約５６億円
　　・Ｈ１９：実施設計、地質調査

○大田高校屋内運動場改築　  ２２１，１９９ ○要求概要のとおり ○要求どおり
　　・総事業費：約１０億円
　　・Ｈ１９～２０：建築工事、備品整備等

○耐震対策補強調査          １０６，４１５ ○要求概要のとおり ○要求どおり

継続  学校再編成関連施設 1,938,364 ○益田翔陽高校整備事業　１，５３３，４２７ 1,603,462 ○要求概要のとおり ○事業費精査 教育委員会
 整備事業 　　・総事業費：約２３億円 ［教育施設課］

　　・Ｈ１９：実習棟建設、不足施設・備品整
　　　　　　　備等

○島根中央高校整備事業　　　　８１，６６３ ○要求概要のとおり ○事業費精査
　　・開校時期：Ｈ１９年４月
　　・設置場所：川本高校地内
　　・総事業費：約１億円
　　・Ｈ１９：校舎・体育館・寄宿舎改修等

○単位制高等学校東部独立校（仮称） ○単位制高等学校東部独立校（仮称） →Ｈ１９当初：解体撤去費のみ
                            ２９４，１７３                             　７９，８２１ 　造成工事等はＨ１９．６月補正検討
　　・旧県林業技術センター解体撤去費 　　・旧県林業技術センター解体撤去費
　　・造成工事費等

○単位制高等学校西部拠点校（仮称） →Ｈ１９．６月補正検討
                              ２９，１０１
　　・調査費等

継続  特別な支援のための 162,509 ○ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動 162,509 ○要求概要のとおり ○要求どおり 教育委員会
 非常勤講師配置事業 　性障害）など特別な支援を要する児童が在籍 ［義務教育課］

 （にこにこサポート 　し、特に対応が困難な小学校を対象に、非常
 事業） 　勤講師を配置

　　【非常勤講師】７０人（１～２人／校）

継続  不登校対策推進事業 60,140 ○深刻化するいじめ、不登校の問題に対処する 60,140 ○要求概要のとおり ○要求どおり 教育委員会
　ための市町村の機能強化等各種事業の実施 ［義務教育課］

　①教育支援センター開設促進事業
　　未設置市町村等に対する開設支援、運営基
　　盤強化支援
　　〔補助予定数〕５市町村
　　〔事業事業期間〕Ｈ１９～Ｈ２０　
　②心のかけ橋支援ツアー
　　ひきこもりがちな児童生徒に対する活動の
　　機会を全市町村で提供
　　〔実施場所〕Ｈ１８　４市町　　
　　　　　　　　　　→　Ｈ１９　２１市町村
　<関連する事業>
　・小学校スクールサポート事業、３０人学級
　・中学校クラスサポート事業
　・スクールカウンセラー配置事業
　・心の電話相談事業（いじめ１１０番）
　・子どもと親の相談員配置事業

継続  中学校クラスサポー 92,862 ○不登校や問題行動が急増する中学校１年生を 92,862 ○要求概要のとおり ○要求どおり 教育委員会
 ト事業 　対象に、学習面・生活指導面からきめ細かい ［義務教育課］

　支援を行うため必要性の高い大規模校（１４
　校）に非常勤講師を配置
　　【非常勤講師】４０人（２学級に１人）

継続  小学校低学年多人数 448,619 ○小学校１、２年生の３１人以上の学級につい 448,619 ○要求概要のとおり ○要求どおり 教育委員会
 学級支援事業 　て、学校の実態等を踏まえ、３０人学級編制 ［義務教育課］

 （スクールサポート 　又はスクールサポート事業を実施
　事業） 　①スクールサポート事業
 （３０人学級編制事 　　【非常勤講師】６４人（６４学級）
　業） 　②３０人学級編制

　　【常勤講師】６７人（６７学級）


